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11.　健康診査の法的背景の整理

研究分担者 小池 創一 自治医科大学地域医療学センター 地域医療政策部門 教授

研究要旨

 現在、各種制度下で実施されている健康診査（健康診断）の目的が、法令上どのように

位置づけられているかを整理し、今後の望ましい方向性を検討する上での基礎資料とする

ことを目的とし、昨年度行った医療保険者や事業主が行う高齢者の医療の確保に関する法

律、労働安全衛生法等の個別法に基づく健康診査、市町村が健康増進法に基づき、特定健

診の対象とならない者に対しての行う健康診査に加え、本年度は、学校保健、母子保健に

対象を広げ、検討を行なった。

母子保健、学校保健領域においても、健康診査の目的の位置づけが制度間でやはり異な

っているものの、目的自体はいずれかのレベルに定められていた。

健康診査の目的をどこにどう位置づけるかが異なっている背景には、制度の建付けの違

いが背景にあると考えらえるが、より多くの関係者が関わる生涯を通じた健康づくりを進

める上では、各制度の目的を関係者が共通認識を持つことが有益であると考えられた。

A．研究目的 

 本分担研究の目的は、現在、各種制度下で

実施されている健康診査（健康診断）の目的

が、法令上のどのように位置づけられている

かを整理し、今後の望ましい方向性を検討す

る上での基礎資料とすることにある。

 昨年度は、医療保険者や事業主が行う高齢

者の医療の確保に関する法律、労働安全衛生

法等の個別法に基づく健康診査、市町村が健

康増進法に基づき、特定健診の対象とならな

い者に対しての行う健康診査としたが、本年

度は、学校保健、母子保健に対象を広げ、検

討を行なうこととした。

B 研究方法 

法令については総務省行政管理局が運営

する e-Gov の e-Gov 法令検索

（https://elaws.e-
gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0
100/）を用いて確認した。 

このうち、母子保健として実施する健康

診査については、厚生労働省が平成 27 年

11 月 18 日に厚生労働科学審議会健康診査

等専門委員会に提示した「健康診査に関す
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る制度の比較」の他、「母子保健法の解釈と

運用」1 も参考にした。 
 
C．研究結果 
 
母子保健、学校保健に関する健康診査等の目

的、他制度との関係、実施時期については、

詳細を表 1 にまとめた。 
 
（１） 母子保健関連の健康診査 
 母子保健関係の健診（妊婦健診、乳幼児健

診、産婦健康診査）については、母子保健法

の目的を、「国民保健の向上に寄与すること

をある」ことを示し、健康診査を他の措置と

並べて例示しているが、健康診査そのものの

目的は法律には定めていない。1 歳６か月健

診、3 歳児健診については、通達の中に目的

が示されていた。妊婦健診については、通達

の中で健診の実施上、どんな点に重点を置く

かがしめされており、産婦健康診査について

は、事業の助成を行うことでどんな政策目標

が達成されるかを通達に示すことで各健診

の目的が明らかになるような構造となって

いた。（表２） 
 
表２ 母子保健関連の健康診査の目的と根

拠 
健康診査
の名称 

健康診査の目的 根拠 

妊婦健診 問診、診察及び検査
計測により、妊娠経
過、合併症、及び偶
発症について観察
し、かつ、流・早
産、妊娠中毒症、子
宮内胎児発育遅延の
防止等の母・児の障
害予防に重点をおく 

母性、
乳幼児
に対す
る健康
診査及
び保健
指導の
実施に
ついて
（通
達） 

1 厚生労働省子ども家庭局母子保健課監修 母
子保健法の解釈と運用 7 訂 中央法規出版株
式会社 東京 2019 年 

 
産婦健康
診査 

産後の初期段階にお
ける母子に対する支
援を強化し、妊娠期
から子育て期にわた
る切れ目のない支援
体制を整備 

母子保
健医療
対策総
合支援
事業の
実施に
ついて
（通
達） 

乳幼児健
診 

＜１歳 6 か月健診
＞ 
運動機能、視聴覚等
の障害、精神発達の
遅滞等障害を持った
児童を早期に発見
し、適切な指導を行
い、心身障害の進行
を未然に防止すると
ともに、生活習慣の
自立、むし歯の予
防、幼児の栄養及び
育児に関する指導を
行い、もって幼児の
健康の保持及び増進
を図ることを目的と
する。 
＜3 歳児健診＞ 
視覚、聴覚、運動、
発達等の心身障害、
その他疾病及び異常
を早期に発見し、適
切な指導を行い、心
身障害の進行を未然
に防止するととも
に、う蝕の予防、発
育、栄養、生活習
慣、その他育児に関
する指導を行い、も
って幼児の健康の保
持及び増進を図るこ
とを目的とする。 

乳幼児
に対す
る健康
診査の
実施に
ついて 
（通
達） 

 
（２）学校保健関連の健康診査 
 学校保健関係の健診（就学時健診、児童生

徒の健診、教職員の健診）については、学校

保健安全法第 5 条で、「学校においては、児

童生徒等及び職員の心身の健康の保持増進

を図るため、児童生徒等及び職員の健康診断
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（略）について計画を策定し、これを実施し

なければならない。」と定め、児童生徒等及

び職員の心身の健康の保持増進を図るため

に健康診断を実施することが明確に規定さ

れていた。さらに、健康診断の結果に基づき

どのような措置をするかについても、健診ご

とに、法律で定めており、各健診の目的は法

律のレベルで明確であった。（表３） 
 
表３ 学校保健関連の健康診断の目的と根

拠 
健康診
断の名
称 

健康診断の結果に基
づき行なうべき措置 

根拠 

就学時
健康診
断 

・治療を勧告 
・保健上必要な助言
を行う 
・義務教育の猶予、
免除、特別支援学校
への就学に関する指
導 

学校保
健安全
法第 12
条（法
律） 

児童生
徒の健
康診断 

・疾病の予防処置 
・治療を指示し 
・運動及び作業の軽
減 

学校保
健安全
法第 14
条（法
律） 

教職員
の健康
診断 

・治療を指示 
・勤務の軽減 

学校保
健安全
法第 16
条（法
律） 

 
 
 
D.考察 
 
（１）健診の法的背景の整理 
 母子保健に関連する健康診断については、

実施が市町村の義務とされている 1 歳６か

月健診、3 歳児健診についてと、必要に応じ

て行うものとされており、法律の中で基準を

厚生労働大臣が定めることとされている妊

婦健診と、必要に応じて行い、基準について

法律の中で明示的に定めるまではしていな

い産婦健康診査事業とで扱いが変わってい

るものと考えらえる。 
 学校保健については、それぞれの健診ごと

に、その目的が法律の中で定められているが、

児童生徒及び教職員の健康診断の扱いが法

律で大まかな時期（毎学年定期に実施し、必

要があるときは臨時）と定め、具体的な時期

を、児童生徒の定期の健康診断は毎学年 6 月

30 日まで、教職員の定期の健康診断につい

ては、学校の設置者が定める適切な時期とし、

臨時の健康診断についてもどのような時期

に実施するかについて省令（学校保健安全法

施行規則）で定められている一方で、就学時

健診は政令（学校保健安全法施行令）でその

時期を定められている点が異なっていた。そ

れぞれの健診は、実施は義務であるが、それ

ぞれの健診の目的が異なっていることや、児

童生徒等の健康診断については学校が、就学

時健康診断は、市（特別区を含む）町村の教

育委員会が行う（学校保健安全法第 11 条）

ことも影響している可能性がある。 
 
（２）生涯を通じた健康づくりの視点からの 
 制度間の調整は、学校保健について、「学

校の設置者は、この法律の規定による健康診

断を行おうとする場合その他政令で定める

場合においては、保健所と連絡するものとす

る。」（学校保健安全法 第 18 条） と地域

保健との連携が明記されている他、乳幼児健

診については健康増進法に規定する健康診

査等指針と調和がとれたものでなければな

らない（母子保健法第 12 条第 2 項）と定め

るなど制度間の連携についても規定があっ

た。特に、健康増進法に規定する健康診査等

指針との整合性については、医療保険による

特定健康診査、労働衛生対策（一般健康診断）、

医療保険による保険事業の実施についても
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同様の規定があり、制度間の調和について考

慮されているものと考えることが出来る。

 また、生涯を通じた健康づくりの基礎とな

る情報共有の仕組みについては、母子保健分

野におけるデータヘルスの推進について社

会保障審議会児童部会 2 で議論が行われて

おり、乳幼児健診の受診の有無等の電子化し

た情報について、転居時に市町村間で引き継

がれる仕組みを構築することや、標準的な電

子的記録様式、最低限電子化すべき情報が議

論され、乳幼児期・学童期の健康情報サービ

ス工程表に、学校健診との連携に関する課題

の整理として、文部科学省との連携等が記載、

議論が進められており、今後の拡充が期待さ

れる。母子保健分野でのこれらの動きには、

もともと母子手帳という共通プラットフォ

ームがあったことが背景にあるかもしれな

い。

E.結論

 各種健康診査の目的が制度によって法令

上どのように位置づけられているかを整理

することを目的に、学校保健、母子保健に対

象を広げた検証を行った。

健康診査の目的の位置づけは、昨年度検討

を行った特定健康診査、一般健康診断（労働

安全衛生法に基づく）、健康診査（健康増進

法に基づき、特定健診の対象とならない者に

対して行う）と同様、制度間でやはり異なっ

ているものの、目的自体はいずれかのレベル

で定められていた。

目的をどこにどう位置づけるかが異なっ

ている背景には、制度の建付けの違いが背景

2 平成３１年３月４日 社会保障審議会児童部会 
資料８ 母子保健分野におけるデータヘルスの
推進について 

にあると考えらえるが、より多くの関係者が

関わる生涯を通じた健康づくりを進める上

では、各制度の目的を関係者が共通認識を持

つことが有益であると考えられた。

F.研究発表

該当無し

G.知的財産権の出願・登録状況

該当無し

https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/00
0484470.pdf
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就学時健康診断 児童生徒の健康診断 教職員の健康診断

健康診査の目的

法律

市町村の教育委員会は、前条（注）の健康診断の結果に基づ
き、治療を勧告し、保健上必要な助言を行い、及び学校教育法
第十七条第一項に規定する義務の猶予若しくは免除又は特別
支援学校への就学に関し指導を行う等適切な措置をとらなけ
ればならない。（学校保健安全法　第１２条）

注　就学時の健康診断

学校においては、児童生徒等及び職員の心身の健康の保持
増進を図るため、児童生徒等及び職員の健康診断、環境衛生
検査、児童生徒等に対する指導その他保健に関する事項につ
いて計画を策定し、これを実施しなければならない。（学校保健
安全法　第５条）

学校においては、前条の健康診断（注）の結果に基づき、疾病
の予防処置を行い、又は治療を指示し、並びに運動及び作業
を軽減する等適切な措置をとらなければならない。（学校保健
安全法　第14条）

注　児童生徒の健康診断

学校においては、児童生徒等及び職員の心身の健康の保持
増進を図るため、児童生徒等及び職員の健康診断、環境衛生
検査、児童生徒等に対する指導その他保健に関する事項につ
いて計画を策定し、これを実施しなければならない。（学校保健
安全法　第５条）

学校の設置者、前条の健康診断（注）の結果に基づき、治療を
指示し、及び勤務を軽減する等適切な措置をとらなければなら
ない。（学校保健安全法　第16条）

注　教職員の健康診断

政令

省令
告示

通達

児童生徒等の健康診断には，家庭における健康観察を踏ま
え，学校生活を送るに当たり支障があるかどうかについて，疾
病をスクリーニングし，児童生徒等の健康状態を把握するとい
う役割と，学校における健康課題を明らかにすることで，健康
教育の充実に役立てるという役割があることに留意すること。
（２６文科ス第９６号 平成２６年４月３０日　文部科学省スポー
ツ・青少年局長　通知　「学校保健安全法施行規則の一部改正
等について（通知）」）

他の健康診断の検査項目と同様に ① スクリーニング（学業に
支障がないか、今後の発育に支障がないかチェックする） ②
健康教育（健康課題を認識し、生涯の健康の保持増進に役立
てる） の2つを目的として四肢の検査を行います。（文部科学省
初等中等教育局健康教育・食育課　事 務 連 絡 平成２９年２
月２３日　.「児童生徒等の健康診断の「四肢の検査のポイント」
について」）

時期
法律 学校においては、毎学年定期に、児童生徒等（通信による教育

を受ける学生を除く。）の健康診断を行わなければならない。
２　学校においては、必要があるときは、臨時に、児童生徒等
の健康診断を行うものとする。
（学校保健安全法　第13条）

第十五条　学校の設置者は、毎学年定期に、学校の職員の健
康診断を行わなければならない。
２　学校の設置者は、必要があるときは、臨時に、学校の職員
の健康診断を行うものとする。（学校保健安全法　第15条）

政令 時期について
就学時の健康診断
学齢簿が作成された後翌学年の初めから四月前（同令第五
条、第七条、第十一条、第十四条、第十五条及び第十八条の
二に規定する就学に関する手続の実施に支障がない場合に
あつては、三月前）までの間に行うものとする。
前項の規定にかかわらず、市町村の教育委員会は、同項の規
定により定めた就学時の健康診断の実施日の翌日以後に当
該市町村の教育委員会が作成した学齢簿に新たに就学予定
者が記載された場合において、当該就学予定者が他の市町村
の教育委員会が行う就学時の健康診断を受けていないとき
は、当該就学予定者について、速やかに就学時の健康診断を
行うものとする。（学校保健安全法施行令第1条）

省令 法第十三条第一項の健康診断（注１）は、毎学年、六月三十日
までに行うものとする。ただし、疾病その他やむを得ない事由
によつて当該期日に健康診断を受けることのできなかつた者
に対しては、その事由のなくなつた後すみやかに健康診断を
行うものとする。（学校保健安全法施行規則　第5条）

注１：児童生徒等の定期の健康診断

　法第十三条第二項の健康診断は、次に掲げるような場合で
必要があるときに、必要な検査の項目について行うものとす
る。
一　感染症又は食中毒の発生したとき。
二　風水害等により感染症の発生のおそれのあるとき。
三　夏季における休業日の直前又は直後
四　結核、寄生虫病その他の疾病の有無について検査を行う
必要のあるとき。
五　卒業のとき。
（学校保健安全法施行規則第10条）

注２　児童生徒等の臨時の健康診断

法第十五条第一項(注１）の健康診断の時期については、第五
条の規定を準用する。この場合において、同条第一項中「六月
三十日までに」とあるのは、「学校の設置者が定める適切な時
期に」と読み替えるものとする。（学校保健安全施行規則第12
条）

注１　職員の定期の健康診断

法第十五条第二項の健康診断（注２）については、第十条（注
３）の規定を準用する。校保健安全施行規則第17条）

注２　職員の臨時の健康診断
注３  法第十三条第二項の健康診断は、次に掲げるような場
合で必要があるときに、必要な検査の項目について行うものと
する。
一　感染症又は食中毒の発生したとき。
二　風水害等により感染症の発生のおそれのあるとき。
三　夏季における休業日の直前又は直後
四　結核、寄生虫病その他の疾病の有無について検査を行う
必要のあるとき。
五 卒業のとき。（学校保健安全法施行規則第10条）

通達

他制度との関係

法律

健康診断の方法及び技術的基準については、文部科学省令
で定める。
２　健康診断の時期及び検査の項目その他健康診断に関し必
要な事項は、（中略）、第十三条及び第十五条の健康診断に関
するものについては文部科学省令で定める。
３　前二項の文部科学省令は、健康増進法（平成十四年法律
第百三号）第九条第一項に規定する健康診査等指針と調和が
保たれたものでなければならない。

学校の設置者は、この法律の規定による健康診断を行おうと
する場合その他政令で定める場合においては、保健所と連絡
するものとする。（学校保健安全法　第18条）

政令
省令
告示

通達

表１　健康診査に関する制度の比較

学校保健安全法

学校における児童生徒等及び職員の健康の保持増進を図るため、 学校における保健管理に関し必要な事項を定めるとともに、学校における教育活動が安全な環境において実施され、児童
生徒等の安全の確保が図られるよう、 学校における安全管理に関し必要な事項を定め、もつて学校教育の円滑な実施 とその成果の確保に資する（学校保健安全法第１条）

学校保健

根拠となる法律の目的

根拠法
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健康診査の目的

法律

政令

省令
告示

通達

時期
法律

政令

省令

通達

他制度との関係

法律

政令
省令
告示

通達

根拠となる法律の目的

根拠法

妊婦健診 乳幼児健診 産婦健康診査事業

 妊娠月週数に応じた問診、診察及び検査計測により、妊娠経
過、合併症、及び偶発症について観察し、かつ、流・早産、妊
娠中毒症、子宮内胎児発育遅延の防止等の母・児の障害予防
に重点をおくこと。(平成八年一一月二〇日    厚生省児童家庭
局長通知 児発第九三四号 母性、乳幼児に対する健康診査及
び保健指導の実施について 第四　妊娠時の母性保健 2　健康
診査)

<1歳6か月健診>
幼児初期の身体発育、精神発達の面で歩行や言語等発達の
標識が容易に得られる1歳6か月児のすべてに対して健康診査
を実施することにより、運動機能、視聴覚等の障害、精神発達
の遅滞等障害を持った児童を早期に発見し、適切な指導を行
い、心身障害の進行を未然に防止するとともに、生活習慣の自
立、むし歯の予防、幼児の栄養及び育児に関する指導を行
い、もって幼児の健康の保持及び増進を図ることを目的とす
る。（乳幼児に対する健康診査の実施について（平成10年4月8
日児発第285号　厚生省児童家庭局長通知））

<3歳児健康診査>
幼児期において幼児の健康・発達の個人的差異が比較的明ら
かになり、保健、医療による対応の有無が、その後の成長に影
響を及ぼす3歳児のすべてに対して健康診査を行い、視覚、聴
覚、運動、発達等の心身障害、その他疾病及び異常を早期に
発見し、適切な指導を行い、心身障害の進行を未然に防止す
るとともに、う蝕の予防、発育、栄養、生活習慣、その他育児に
関する指導を行い、もって幼児の健康の保持及び増進を図る
ことを目的とする。（乳幼児に対する健康診査の実施について
平成10年4月8日児発第285号　厚生省児童家庭局長通知））

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため、産後２
週間、産後１か月など出産後間もない時期の産婦に対する健
康診査（母体の身体的機能の回復、授乳状況及び精神状態の
把握等）（以下「産婦健康診査」という。）に係る費用を助成する
ことにより、産後の初期段階における母子に対する支援を強化
し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を整
備する。

令和2年6月17日 子発0617 第2 号 厚生労働省雇用均等・児
童家庭局長通知   母子保健医療対策総合支援事業の実施に
ついて 別添13　産婦健康診査事業

前条の健康診査(注１）のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦
又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診
査を受けることを勧奨しなければならない。
２　厚生労働大臣は、前項の規定による妊婦に対する健康診
査についての望ましい基準（注２）を定めるものとする。
（母子保健法第13条）

注１：1歳6か月健診と3歳児健診
注２：妊婦に対する健康診査についての望ましい基準
平成27年3月31日　厚生労働省告示第226号)

市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところ
により、健康診査を行わなければならない。
一　満一歳六か月を超え満二歳に達しない幼児
二　満三歳を超え満四歳に達しない幼児（母子保健法第12条）

前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は
乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診査を
受けることを勧奨しなければならない。
（母子保健法第13条）

前条（注）の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦
又は乳児若しくは幼児に対して、健康診査を行い、又は健康診
査を受けることを勧奨しなければならない。
（母子保健法第13条）

注：1歳6か月健診と3歳児健診

産婦健康診査事業（平成29年度～）

市町村は、内閣府令で定めるところにより、第六十一条第一項
に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画に従って、地域
子ども・子育て支援事業として、次に掲げる事業を行うものとす
る。
十三　母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第十三条
第一項の規定に基づき妊婦に対して健康診査を実施する事業
（子ども・子育て支援法　第59条）

市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところ
により、健康診査を行わなければならない。
一　満一歳六か月を超え満二歳に達しない幼児
二　満三歳を超え満四歳に達しない幼児
２　前項の厚生労働省令は、健康増進法（平成十四年法律第
百三号）第九条第一項に規定する健康診査等指針（第十六条
第四項において単に「健康診査等指針」という。）と調和が保た
れたものでなければならない。（母子保健法　第十二条第2項）

母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導、健康診査、医療その他の措置を講じ、もつて国民保健の向上に寄与することを目的とする。（母子保健法第1条）

母子保健法

母子保健法
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	上腕－足首間脈波伝播速度(baPWV)は循環器疾患発症の危険因子を調整した場合に有意に将来の循環器疾患を予測することは高島研究1など我が国を中心とした研究や国内でbaPWVを測定している研究グループによるメタアナリシス2でもすでに報告されており、昨年度の本研究分担報告でも地域一般住民のコホート研究である高島コホート研究において、基幹健診項目を調整しても、baPWVが将来の循環器疾患発症を予測することを報告した。
	本年度は、特定健診の現行の健診項目に加えて、詳細健診項目としてbaPWVを追加した場合の詳細健診対象者について検討を目的で、地域住民健診(特定健診)の受診者で高島研究への協力の同意が得られた参加者からなる住民コホートである高島コホート研究を用いて、危険因子群で層別化して、上腕－足首間脈波伝播速度(baPWV)と将来の循環器疾患の発症リスクについて検討を行った。危険因子群としてはbaPWV検査を詳細項目として実施する際には当日、健診会場で対象者を抽出して実施することが、必要である。このために健診会場...
	表１に本解析集団のベースライン調査時の基礎特性をしめした。解析対象者3341名中、男性は38%であった。調査開始時点の平均年齢は男性が63歳、女性が60歳であった。baPWVは男性が16.3m/sec、女性が15.3m/secであった。
	肥満の有無及び危険因子の個数で層別化した、baPWV値別の循環器疾患発症の性・年齢調整ハザード比を表２に示した。肥満なし、危険因子個数が0個でbaPWVが18m/sec未満の群をリファレンスとすると、肥満なしで危険因子個数が1個以上、baPWVが高値の群でハザード比の有意な上昇を認めた(危険因子1個、4.2[95％CI:1.6-11.6]、危険因子2個、4.4[95％CI：1.0-18.6])。またこの集団では非肥満かつ危険因子が1つ以上の者は1440名で全体の43%を占めた。肥満なしで危険因子個...
	表３に男女別の年齢階級別の粗発症率及び年齢調整発症率を示した。1000人年あたりの循環器疾患年齢調整発症率は肥満なしかつbaPWVが正常または危険因子個数が0個の群では1000人年あたり男性が3.19、女性が1.35であったが、危険因子個数が1個以上かつbaPWVが高値群では男性が7.17、女性が4.56であった。
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	健康診査の検査項目に含まれている貧血指標について、国民代表集団を対象としたコホート研究（NIPPON DATA）を用いて、全死亡・循環器病死亡・がん死亡に対する影響を検討することを目的とした。
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	A．研究目的
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	②同データベースにおいて、ベースラインでは尿蛋白、eGFRとも正常範囲であった者を2年間追跡した。2年後にも93.4％は腎機能正常範囲であったが、6.6％がCKDへと移行した。その内訳は、①尿蛋白、eGFRの両方悪化：尿蛋白（+）以上、eGFR＜60：639人（0.15%）、②尿蛋白のみ悪化：尿蛋白（+）、eGFR≧60を維持：7,088人（1.7％）、③eGFRのみ悪化：尿蛋白（-）、eGFR＜60へ：19,303人（4.7％）であった。
	③腎機能悪化に関連する要因分析
	ⅰ）尿蛋白陽性化を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析（ステップワイズ法）では、糖尿病予備群（保健指導判定値）以上であること、降圧薬服用者、喫煙が有意な要因として抽出された（Table1）。
	ⅱ）eGFR低下を従属変数とした二項ロジ関連スティック回帰分析（ステップワイズ法）では、血圧は有意な関連要因であったが、糖尿病及びその予備群であることとの関連は見られなかった（Table2）。
	３）自治体における重症化予防対象者選定基準：保険者全数調査によると、対象者選定のために用いている検査項目は、HbA1cは実施自治体の90.9%が活用していたが、eGFRは56.4％、尿蛋白は48.6％、血圧は23.2％という結果であった。
	①平成28年度重症化予防研究班参加自治体の対象者選定基準を見ると、
	健診結果を活用した国保における重症化予防事業対象者選定基準について検討した。
	科学的なエビデンスによると、尿アルブミンを測定し、腎症第2期より血糖、血圧、生活習慣改善についての介入を強化、第3期からは血圧の医学的管理の強化が重要とされている。
	健診データベース分析の結果、一般健診受診者においてCKDの頻度をみると、糖尿病予備群（保健指導判定値）では正常群よりも高くなった。また、CKD該当者からみた耐糖能区分では糖尿病予備群の割合が最も高くなった。したがって、詳細健診の実施条件として血糖について保健指導判定値以上を採用したことにより、効率的に詳細健診対象者選定につながった可能性が示唆される。今後詳細健診実施率を確認する必要がある。
	腎機能正常者において2年間の追跡で尿蛋白が陽性化する要因として糖尿病、高血圧、喫煙が関与していたが、eGFR低下については血圧や脂質異常の影響は見られたが、血糖の関連は有意ではなかった。このことから糖尿病はeGFRの低下よりは尿蛋白の出現に強く関与しており、今回の分析では参考図の右向きの矢印への関与が明らかであった。尿蛋白に至る前の微量アルブミン尿を検出できることが、腎症予防対策で重要ではないかと考えられた。
	一方、下向きの矢印（尿蛋白陰性のままeGFR低下）については、血糖そのものよりも、併存する肥満、血圧、脂質などメタボリックシンドロームの構成要素の影響が強いものと考えられた。
	平成28年度より全国で実施が推奨されている重症化予防事業において、自治体における対象者選定基準を見ると、事業のとらえ方により第3期から対象とする自治体もあった。第3期では受診勧奨により血圧管理、とくに適切な薬剤使用の有効性が示されているところであり、確実な受診勧奨を行う必要がある。
	第2期以下については対象者数が多く、一定の絞り込みが必要であると考えられた。尿蛋白（±）、eGFR<60、血圧高値などが絞り込みの条件として使われていた。しかし糖尿病においては腎症初期にはhyperfiltrationの影響により、むしろeGFRが高値～正常値の人が多いことから、eGFRの絶対値だけでなく年間低下速度も参照にすべきである。尿アルブミンが測定できない現在、尿蛋白（±）も参考値として対象者選定に用いることが考えられる。われわれは尿蛋白（±）群において（-）群よりも有意に腎機能悪化に関連...
	E．結論

	3-11_R2分担研究報告書_本文_kh_v2
	
	表1 健診の目的_R2用


	3-12_20210222単年度報告書_厚労科研（健康経営調査）最終_kh_v2
	3-13_健診結果追跡浜名湖電装2020_kh_v2
	3-14_保健指導の効果文献の検討2020（荒木田）_kh_v2
	3-15_令和2年度厚労科研岡村班報告書本文（由田）20210301_kh
	4-1_研究成果の刊行に関する一覧_雑誌_v2
	4-2_研究成果の刊行に関する一覧_書籍



